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第 節 ネットワークによる金融取引の進展

SECTION 10
10

1 ユビキタスネットワークと金融

2 電子決済手段

１以下の記述は館（2002）を基にしている
２電子マネーは、広い意味で「お金」や「支払手段」の役割をする電子的なサービスのことを意味しており、既存の手形やクレジットカード、振
替・振込などの金融機関（主として銀行）を経由した決済も、支払指示の電子化という意味では電子マネーに含まれる

電子決済手段 

ストアドバリュー型 

アクセス型 

ICカード型 
 

ネットワーク型 
 
 

オンラインバンキング型 
 

クレジットカード型 
 
 

電子小切手型 
 

電子的価値をICカード上に保存し、ICカードを物理的に提
示して価値を相手に引き渡すことで決済を行う 

電子的価値をパソコンのソフトウェア上に保存し、これを
ネットワーク経由で送信することにより決済を行う 

電子的価値が存在する預金口座に対して、ネットワーク経
由で振替指示を行うことで決済を行う 

クレジットカード情報を小売店に送信し、預金口座間の資
金移動で決済を行う 

小切手情報をネットワーク経由で電子的に送信し、通常の
小切手同様、預金口座間の資金移動で決済を行う 

図表1-10-1 「電子マネー」の分類
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1 電子マネーの現状

2.8％ 
5.5％ 

31.9％ 

17.3％ 

20.8％ 

21.7％ 

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」

500円未満 1,000円未満 3,000円未満 
5,000円未満 1万円未満 1万円以上 

図表1-10-4 電子マネーの利用額（1か月当たり）
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図表1-10-2 非接触型IC搭載の携帯電話端末（おサイ
フケータイ）の契約台数の推移
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（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 

図表1-10-3 電子マネーの利用状況

３ビットワレットプレスリリース（2006年4月）
４NTTドコモ報道資料（2006年1月）
５NTTドコモは2004年7月、KDDIは2005年9月、ボーダフォンは2005年11月より当サービスを開始している
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2 ネットバンキングの現状

51.4 48.6

48.5

54.4 45.6

60.7 39.3

62.9 37.1

59.4 40.6

50.2 49.8

55.4 44.6

51.5

46.6 53.4

42.8 57.2

41.2 58.8

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 
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図表1-10-6 ネットバンキングの利用状況
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（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 

1,000円未満 5,000円未満 1万円未満 
5万円未満 10万円未満 10万円以上 

図表1-10-7 ネットバンキングの利用額（1か月）

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」
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図表1-10-8 ネットバンキングの利用理由
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図表1-10-5 主なインターネット専業銀行の預金残高
及び口座数

６JR東日本プレスリリース（2006年4月）
７Edy、Suica、ICOCA、おサイフケータイなどプリペイド型のみについての利用である
８回答カテゴリの中央値を基に平均額を算出している
９企業向け貸出業務を行わず、預金・決済業務に特化した銀行を指す。一般的な銀行が金利収入を収益源とするのに対して、決済専業銀行は決済時
の手数料と国債などローリスク商品の運用益を収益源としている
10ジャパンネット銀行、ソニー銀行、イーバンク銀行及びセブン銀行（旧アイワイバンク銀行）の4行
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（出典）日本証券業協会「インターネット取引に関する調査」
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図表1-10-9 インターネット証券口座数

3 ネットトレードの現状

1 インターネット証券の現状

（兆円） （％） 

（出典）日本証券業協会「インターネット取引に関する調査」 
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図表1-10-10 インターネット取引金額

11ただし、当該調査はインターネット利用者に限定されたものであることから、利用状況は実際よりも高い水準となっているものと思われる
12イー・トレード証券、マネックス証券、楽天証券、松井証券及びカブドットコム証券の5社
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2 ネットトレードの利用状況
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（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 
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図表1-10-13 インターネット利用による有価証券の
保有額
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図表1-10-14 証券取引におけるインターネットの利
用理由

（単位：千億円） 
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図表1-10-11 ネットトレード取引金額の対前年度成
長率の推移
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図表1-10-12 有価証券の取引手段

13ただし、当該調査はインターネット利用者に限定されたものであることから、利用状況は実際よりも高い水準となっているものと思われる


